12　茨城県パワーアップ融資制度要項
（目的）
第１条　この制度は、最近の社会経済変動による受注の減少、売上高の減少により、経営の安定に支障を生じている中小企業に対する事業資金の供給を円滑にし、経営の安定を図ることを目的とする。
（資金措置）
第２条　知事は、前条の目的を達成するため、予算の範囲内で、必要な資金を、知事が指定する金融機関（以下「取扱金融機関」という。）に預託する。
２　取扱金融機関は、前項の規定により預託された資金の7.0倍以上の額を自己の責任において融資するものとする。
（融資対象）
第３条　前条第２項の融資（以下「融資」という。）を受けることができる者は、申込時点において県内に事業所を有し、引き続き１年以上事業（茨城県信用保証協会（以下「保証協会」という。）の信用保証対象業種に限る。）を営んでいる中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者で、次のいずれかに該当する者とする。
(1) 直近３か月の受注高又は売上高が前年同期に比べ５パーセント以上減少している者
(2) 直近３か月の受注高又は売上高が前年同期に比べ減少し、かつ、直前の決算で損失を計上している者
(3) 直近３か月の粗利益が前年同期に比べ５パーセント以上減少している者
(4) 法第２条第５項各号の規定に基づき市町村長の認定を受けた者
(5) 法第２条第６項の規定に基づき市町村長の認定を受けた者
(6) 県が別に指定した倒産事業者に対し、50万円以上の売掛金債権等を有している者
(7) 削除
(8) 保証協会の経営力強化保証制度要綱（令和６年７月１日施行）２に規定する申込人資格要件を満たす者。ただし、一般関係に係る保証については、直近３か月の受注高又は売上高が前年同期等に比べ５パーセント以上減少している者。
(9) いばらき業務改善奨励金の交付決定又はいばらき賃上げ支援金の支給決定を受けた者
(10) 直近３か月の調達価格（商品仕入高、材料仕入高、燃料費、電気代、ガス代又は上下水道料）が前年同期に比べ５パーセント以上増加している者
（資金の使途）
第４条　融資を受けた資金（以下「融資金」という。）の使途は、売上の減少等の業況悪化に対応して経営合理化等により業況の回復を図るために必要となる資金とする。
（融資条件）
第５条　融資金の種類は、設備資金及び運転資金とし、融資限度額、融資期間及び融資利率は、次の表に掲げるとおりとする。
	融資対象
	融資限度額
	融資期間
	融資利率

	第３条第１号から第３号までのいずれかに該当する者
	設備資金
5,000万円
運転資金
5,000万円
併用
5,000万円
	設備資金
10年以内
運転資金
７年以内
併用
７年以内
	３年以内
年1.9％
３年超５年以内
年2.0％
５年超７年以内
年2.1％
７年超10年以内
年2.2％

	第３条第４号又は第６号に該当する者
	運転資金
5,000万円
	運転資金
７年以内
	３年以内
年1.9％
３年超５年以内
年2.0％
５年超７年以内
年2.1％

	第３条第５号に該当する者
	設備資金
5,000万円
運転資金
5,000万円
併用
5,000万円
	設備資金
10年以内
運転資金
７年以内
併用
７年以内
	３年以内
年1.9％
３年超５年以内
年2.0％
５年超７年以内
年2.1％
７年超10年以内
年2.2％

	第３条第８号に該当する者
	設備資金
5,000万円
運転資金
5,000万円
併用
5,000万円
	設備資金
７年以内
運転資金
５年以内
併用
７年以内
※借換資金を含む場合は10年以内
	３年以内
年1.9％
３年超５年以内
年2.0％
５年超７年以内
年2.1％
７年超10年以内
年2.2％

	第３条第９号に該当する者
	設備資金
5,000万円
運転資金
5,000万円
併用
5,000万円
	設備資金
10年以内
運転資金
７年以内
併用
７年以内
	３年以内
年1.9％
３年超５年以内
年2.0％
５年超７年以内
年2.1％
７年超10年以内
年2.2％

	第３条第10号に該当する者
	設備資金
5,000万円
運転資金
5,000万円
併用
5,000万円
	設備資金
10年以内
運転資金
７年以内
併用
７年以内
	３年以内
年1.9％
３年超５年以内
年2.0％
５年超７年以内
年2.1％
７年超10年以内
年2.2％


（償還方法）
第６条　融資金の償還は、元金均等割賦償還とする。この場合において、設備資金にあっては３年以内（第３条第８号に該当する者であるときは１年以内）、運転資金及び併用にあっては２年以内（第３条第８号に該当する者であるときは１年以内）の据置期間を置くことができる。
（保証人）
第７条　原則として法人の代表者を除いては、保証人を徴求しないこととする。
（その他の条件）
第８条　融資に当たっては、保証協会の保証（第３条第８号に該当する者である場合は経営力強化保証）を付するものとする。
２　この要項に定めるもののほか、融資に関する条件は、取扱金融機関又は保証協会が定めるところによる。
（申込手続等）
第９条　融資を受けようとする者（以下「融資申込者」という。）は、次の表の左欄に掲げる融資対象ごとに、同表の中欄に掲げる申請書等に別に定める書類を添えて、それぞれ同表の右欄に掲げる申請先等に提出するものとする。
	融資対象
	申請書等
	申請先等

	第３条第１号から第３号まで、第９号又は第10号のいずれかに該当する者
	茨城県パワーアップ融資認定申請書（様式第１号）２部
	融資申込者の事業所の所在地を管轄する商工会若しくは商工会議所又は茨城県中小企業団体中央会（以下「商工会等」という。）

	第３条第４号、第５号又は第８号に該当する者
	茨城県パワーアップ融資申込書（様式第２号）１部
	取扱金融機関

	第３条第６号に該当する者
	茨城県パワーアップ融資認定申請書（県指定関係）（様式第３号）２部
	商工会等


２　融資申込者が第３条第１号から第３号まで、第６号、第９号又は第10号のいずれかに該当する者である場合においては、次の手続をとるものとする。
(1) 商工会等は、前項の申請書の提出を受けた場合において、融資条件等に該当すると認めたときは、その旨を記載した申請書１部を添付書類とともに融資申込者に交付するものとする。
(2) 融資申込者は、前号の規定により受領した申請書に添付書類を添えて、取扱金融機関に対して、取扱金融機関所定の様式により融資を申し込むものとする。
３　取扱金融機関は、融資の申込みを受けた場合は、速やかに審査を行い、融資を行うことが適当であると認めたときは、融資申込者と金銭消費貸借契約を締結し、融資を行うものとする。この場合において、必要と認めるときは、融資条件等（商工会等の認定を受けているときは認定された融資条件等）の範囲内で、融資金額、融資期間等の融資条件等を変更することができる。
４　取扱金融機関は、前項の規定により融資を行う場合において、あらかじめ保証協会に対して、保証協会所定の様式に融資の申込みに係る書類の写しを添えて保証を依頼するものとする。
５　第３項の規定は、前項の規定による保証の依頼を受けた保証協会について、準用するものとする。
（企業診断）
第10条　知事は、この要項に基づく事業の円滑な推進のため、企業診断を実施することができる。
（要項の遵守）
第11条　商工会等は融資を受けた者（以下「利用者」という。）について、申込関係書類の不実記載、資金の目的外使用等この要項に違反する事実があると認めたときは、その旨を取扱金融機関に通知するものとする。
２　取扱金融機関は、前項の規定による通知があった場合においては、既に融資した資金の全部若しくは一部を償還させ、又は融資を行わないものとする。
（調査及び指導）
第12条　知事は、融資金の使途を確認するため特に必要があると認めたときは、商工会等及び利用者に対して、融資の対象となった事業に関する帳簿その他の書類を調査し、経営の改善のための指導をすることができる。
（損失補償）
第13条　知事は、この要項に基づき保証協会が保証した債務について、代位弁済が生じた場合には、別途保証協会と締結する損失補償契約に定めるところにより、保証協会に損失補償を行うものとする。
（報告）
第14条　取扱金融機関は、融資を実施したとき（利用者が第３条第１号から第３号まで、第６号、第９号又は第10号のいずれかに該当する者であるときに限る。）は、速やかに、別に定める茨城県制度融資実行報告書により商工会等に報告するものとする。
２　取扱金融機関は、前項のほか、融資を実施したときは、毎月10日までに別に定める茨城県預託制度融資状況報告書により、前月分の融資実績を知事に報告するものとする。
３　保証協会は、取扱金融機関から保証依頼を受けその審査を行ったとき（融資申込者が第３条第１号から第３号まで、第６号、第９号又は第10号のいずれかに該当する者であるときに限る。）は、速やかに、保証協会所定の様式により、商工会等に報告するものとする。
（その他）
第15条　この要項に定めるもののほか、この要項の施行に関し必要な事項は、別に定める。
付　則
この要項は、平成８年４月１日から施行する。
付　則
１　この要項は、平成９年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成10年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成11年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成14年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成17年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成19年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成19年10月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成20年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成21年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県中小企業パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成22年12月10日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成25年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成26年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成27年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成29年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、平成30年４月１日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和２年３月２日から施行する。
２　この要項の施行の日の前日において、この要項による改正前の茨城県パワーアップ融資制度要項の規定により融資されている資金については、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和３年４月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に認定申請又は融資申込のあった融資について適用し、同日の前日までに認定申請又は融資申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和４年２月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に融資申込のあった融資について適用し、同日の前日までに融資申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和４年４月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に融資申込のあった融資について適用し、同日の前日までに融資申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和４年10月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に融資申込のあった融資について適用し、同日の前日までに融資申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和５年４月１日から施行する。
付　則
１　この要項は、令和６年７月12日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に融資申込のあった融資について適用し、同日の前日までに融資申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和７年４月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、令和７年５月１日以降に保証申込受付のあった融資について適用し、同日の前日までに保証申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和８年４月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に保証申込受付のあった融資について適用し、同日の前日までに保証申込のあったものについては、なお従前の例による。
付　則
１　この要項は、令和８年10月１日から施行する。
２　改正後のこの要項の規定は、施行の日以降に保証申込受付のあった融資について適用し、同日の前日までに保証申込のあったものについては、なお従前の例による。


